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個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等    
 
    ((((１１１１ ))))    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表         
 （単位：百万円） 
 ２ ０ ０ ６ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 (２００６.３.３１) (２００５.３.３１) 増   減 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  
 Ⅰ 流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 ８,４５６  ８,７４９  △   ２９２ 
受 取 手 形 １９３  ８２０  △   ６２６ 
売 掛 金 ４,６５８  ３,６２８  １,０２９ 
有 価 証 券 －  ２５０  △   ２５０ 
商 品 ５０９  ４５０  ５８ 
製 品 ９６６  １,００３  △    ３７ 
原 材 料 ３０９  ２５４  ５４ 
仕 掛 品 ６８１  ５７７  １０３ 
貯 蔵 品 ５０３  ５０５  △     １ 
繰 延 税 金 資 産 ４３５  ４９４  △    ５８ 
未 収 入 金 １,２８９  １,３３８  △    ４８ 
そ の 他 ６２６  ４６９  １５６ 
貸 倒 引 当 金 △    ２０  △    １８  △     ２ 

流 動 資 産 合 計 １８,６０９ 39.1 １８,５２３ 40.8 ８５ 

 Ⅱ 固 定 資 産      
  １．有 形 固 定 資 産      

建 物 ３,７６４  ３,９３４  △   １７０ 
機 械 及 び 装 置 ２８１  ２７２  ８ 
工 具 器 具 備 品 ７７１  ６７５  ９５ 
土 地 ３,９５７  ３,９７１  △    １４ 
建 設 仮 勘 定 ４  －  ４ 
そ の 他 １３０  １４８  △    １８ 

有 形 固 定 資 産 合 計 ８,９０８ 18.7 ９,００２ 19.8 △    ９４ 

  ２．無 形 固 定 資 産      
ソ フ ト ウ ェ ア ２４２  ２９７ △    ５５ 
そ の 他 ３７  ３５ ２ 

無 形 固 定 資 産 合 計 ２８０ 0.6 ３３３ 0.7 △    ５３ 

  ３．投資その他の資産      
投 資 有 価 証 券 ３,３４６  １,７０７  １,６３８ 
関 係 会 社 株 式 １３,１４４  １２,７９１  ３５２ 
関 係 会 社 出 資 金 １,４６２  １,１９６  ２６５ 
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 １,１８９  ９２８  ２６１ 
繰 延 税 金 資 産 ９６０  １,１１２  △   １５２ 
差 入 保 証 金 ３３０  ３６２  △    ３１ 
そ の 他 ７３  ７２  ０ 
貸 倒 引 当 金 △   ６９０  △   ６３１  △    ５８ 

投資その他の資産合計 １９,８１６ 41.6 １７,５３９ 38.7 ２,２７７ 

固 定 資 産 合 計 ２９,００４ 60.9 ２６,８７４ 59.2 ２,１２９ 

資 産 合 計 ４７,６１３ 100.0 ４５,３９８ 100.0 ２,２１５ 
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（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ６ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 (２００６.３.３１) (２００５.３.３１) 増   減 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  
 Ⅰ 流 動 負 債      

買 掛 金 １,９７４  １,６０８  ３６５ 
未 払 金 ８０７  ７９０  １７ 

未 払 法 人 税 等 ４８３  ３０３  １８０ 

賞 与 引 当 金 ７６０  ６３７  １２２ 
そ の 他 １５３  １５４  △     １ 

流 動 負 債 合 計 ４,１７８ 8.8 ３,４９４ 7.7 ６８４ 
Ⅱ 固 定 負 債      

退 職 給 付 引 当 金 ４４  １３４  △    ８９ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 －  １６４  △   １６４ 
長 期 未 払 金 ９２  －  ９２ 
再評価に係る繰延税金負債 １８７  １８７  － 
そ の 他 ２２  １７  ５ 

固 定 負 債 合 計 ３４７ 0.7 ５０４ 1.1 △   １５７ 

負 債 合 計 ４,５２６ 9.5 ３,９９９ 8.8 ５２７ 

( 資 本 の 部 )      
 Ⅰ 資 本 金 ９,２７４ 19.5 ９,２７４ 20.4 － 
 Ⅱ 資 本 剰 余 金      

資 本 準 備 金 １０,８００  １０,８００  － 
そ の 他 資 本 剰 余 金 ０  ０  ０ 

資 本 剰 余 金 合 計 １０,８００ 22.7 １０,８００ 23.8 ０ 
 Ⅲ 利 益 剰 余 金      

利 益 準 備 金 ８４７  ８４７  － 
任 意 積 立 金 ２１,６１３  ２１,０２１  ５９１ 

当 期 未 処 分 利 益 １,９４１  １,３６０  ５８０ 

利 益 剰 余 金 合 計 ２４,４０２ 51.2 ２３,２３０ 51.2 １,１７２ 
 Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金 △  １,４９８ △ 3.1 △   １,５８２ △ 3.5 ８３ 
 Ⅴ その他有価証券評価差額金 ７８９ 1.6 ３５５ 0.8 ４３４ 
 Ⅵ 自 己 株 式 △   ６８０ △ 1.4 △      ６７７ △ 1.5 △     ２ 

資 本 合 計 ４３,０８７ 90.5 ４１,３９９ 91.2 １,６８８ 

負 債 及 び 資 本 合 計 ４７,６１３ 100.0 ４５,３９８ 100.0 ２,２１５ 
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    ((((２２２２ ))))    損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書 
 （単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ６ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 前 期 比 
科      目 (2005.4.1～2006.3.31) (2004.4.1～2005.3.31) 増   減 

 金   額 百分比 金   額 百分比 金  額 
  ％  ％  

 Ⅰ 売     上     高 ３３,４５７ 100.0 ３２,５０４ 100.0 ９５２ 
 Ⅱ 売   上   原   価 ２４,６２９ 73.6 ２３,７５１ 73.1 ８７７ 

売 上 総 利 益 ８,８２７ 26.4 ８,７５２ 26.9  ７４ 

 Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ７,３２３ 21.9 ７,１６８ 22.1 １５５ 

営 業 利 益 １,５０４ 4.5 １,５８４ 4.8 △    ８０ 

 Ⅳ 営  業  外  収  益 １,５８８ 4.7 １,０６３ 3.3 ５２４ 
受 取 利 息 ２３８  １８８  ４９ 
受 取 配 当 金 １,０３４  ７４０  ２９３ 
為 替 差 益 ２９０  ６７  ２２３ 
そ の 他 ２４  ６７  △    ４２ 

 Ⅴ 営  業  外  費  用 １２ 0.0 １６ 0.0 △     ４ 

支 払 利 息 ０  ６  △     ５ 
そ の 他 １１  ９  １ 

経 常 利 益 ３,０８０ 9.2 ２,６３１ 8.1 ４４８ 

 Ⅵ 特   別   利   益 ４５ 0.1 １９７ 0.6 △   １５２ 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 －  １  △     １ 
固 定 資 産 売 却 益 ７  ９４  △    ８６ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ３  －  ３ 
関 係 会 社 株 式 売 却 益 ３３  １０１  △    ６７ 

 Ⅶ 特   別   損   失 ５６５ 1.7 ５３８ 1.7 ２６ 
関係会社貸倒引当金繰入額 ５８  ９２  △    ３３ 
固 定 資 産 除 売 却 損 ３６  ２０６  △   １６９ 
関 係 会 社 整 理 損 ３７  ２２０  △   １８２ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２１０  －  ２１０ 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 ２０７  －  ２０７ 
関係会社出資金評価損 －  １９  △    １９ 
減 損 損 失 １４  －  １４ 

税 引 前 当 期 純 利 益 ２,５６０ 7.6 ２,２９０ 7.0 ２６９ 

法人税､住民税及び事業税 ７１０ 2.1 ３４６ 1.0 ３６４ 
法 人 税 等 調 整 額 △   １３６ △ 0.4 １４７ 0.5 △   ２８３ 

当 期 純 利 益 １,９８５ 5.9 １,７９７ 5.5 １８８ 

前 期 繰 越 利 益 ３５３  ２６８  ８４ 
中 間 配 当 額 ３１３  ２５１  ６２ 
土地再評価差額金取崩額 ８３  ４５４  △   ３７０ 

当 期 未 処 分 利 益 １,９４１  １,３６０  ５８０ 



（ローランド） 

－   － 35 

 
    ((((３３３３ ))))    利益処分案利益処分案利益処分案利益処分案     
 
 （単位：百万円） 

科      目 ２ ０ ０ ６ 年 ３ 月 期 
(2005.4.1～2006.3.31) 

２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 
(2004.4.1～2005.3.31) 

当 期 未 処 分 利 益 １,９４１ １,３６０ 
任 意 積 立 金 取 崩 額   
特別償却準備金取崩額 ８ ８ 

計 １,９４９ １,３６９ 

これを次のとおり処分いたします。   
利 益 配 当 金 ３７６ ３７６ 
役 員 賞 与 金 ４４ ３９ 
（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） （       ４） （       ３） 
任 意 積 立 金   
別 途 積 立 金 １,１００ ６００ 

次 期 繰 越 利 益 ４２９ ３５３ 

 
１株当たり配当金の内訳 

 ２ ０ ０ ６ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 
 年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 
  円  銭   円  銭   円  銭   円  銭  円  銭  円  銭 
       
普 通 株 式 ２７ ５０ １２ ５０ １５ ００ ２５ ００ １０ ００ １５ ００ 

 （内  訳）       
普 通 配 当 ２７ ５０ １２ ５０ １５ ００ ２５ ００ １０ ００ １５ ００ 
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    重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針     
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 関係会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 
 その他有価証券  
 時価のあるもの ・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法 
  （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 
 時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 
 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 商品，製品，原材料及び仕掛品 ・・・ 総平均法による低価法 
 貯蔵品 ・・・ 最終仕入原価法 
 
３．デリバティブの評価基準及び評価方法 ・・・ 時価法 
 
４．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産 ・・・ 定率法 

ただし、1998年4月1日以降取得の建物（建物付属設
備を除く）については定額法。 

  なお、主な耐用年数は以下の通りです。 
  建物       31～50年 
  工具器具備品    2～ 6年 
 (2)無形固定資産 ・・・ 定額法 

ただし、市場販売目的のソフトウェアについては販売
可能有効期間における見込販売数量に基づく方法、自
社利用のソフトウェアについては社内における利用可
能期間（5年）に基づく定額法。 

 (3)長期前払費用 ・・・ 定額法（主として5年で償却） 
 
５．引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金      ・・・  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 (2)賞与引当金      ・・・  従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上
しています。 

 (3)退職給付引当金    ・・・  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生
していると認められる額を計上しています。 
なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10 年）による定額法により費用処理していま
す。 
 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10 年）による定率法により、発生年度
の翌事業年度から費用処理しています。 

 (4)役員退職慰労引当金  ・・・                
（追加情報） 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上していましたが、2005 年 6 月をもって役員退職慰労金
制度を廃止しました。 

これに伴い、2005 年 6 月までの在任期間に係る役員退職慰労金
については、それぞれの役員の退任時に支給することとし、支給対
象期間に係る役員退職慰労金相当額92百万円については、長期未
払金として表示しています。 
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６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 

７．消費税等の処理方法 
税抜方式で処理しています。 

 
 

［会計方針の変更］［会計方針の変更］［会計方針の変更］［会計方針の変更］  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しています。これにより税引前当期純利
益は14百万円減少しています。 
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    注注注注    記記記記    事事事事    項項項項    
 
（貸 借 対 照 表 関 係） 

（ ２ ０ ０ ６ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ） 

１．有形固定資産の減価償却累計額      １１,９０６百万円 １．有形固定資産の減価償却累計額      １１,４０３百万円 

２．担保提供資産及び対応債務 ２．担保提供資産及び対応債務 

 担保に供している
資 産 

工 場 財 団 そ の 他   担保に供している
資 産 

工 場 財 団 そ の 他  

  
建 物 

百万円 
５６７ 

百万円 
２２４ 

   
建 物 

百万円 
６０７ 

百万円 
２４３ 

 

 構 築 物 ３ －   構 築 物 ３ －  

 機 械及び装置 １６ －   機 械 及 び 装置 １７ －  

 土 地 ９５２ ７８５   土 地 ９５２ ７８５  

 計 １,５４０ １,０１０   計 １,５８１ １,０２８  

  

対 応 す る 債 務 工 場 財 団 そ の 他  対 応 す る 債 務 工 場 財 団 そ の 他 

 
輸出手形割引高 

 

百万円 
１５８ 

  
輸出手形割引高 

 

百万円 
２１１ 

 

計 １５８  計 ２１１ 

  

  
３． 授 権 株 式 数 普通株式 ５０,０００,０００株 ３． 授 権 株 式 数 普通株式 ５０,０００,０００株 

 発行済株式総数 普通株式 ２５,５７２,４０４株  発 行 済 株 式 総 数 普通株式 ２５,５７２,４０４株 

４．自己株式 

   当社が保有する自己株式の数 

普通株式         ４６１,６６３株 

４．自己株式 

   当社が保有する自己株式の数 

普通株式         ４６０,６９６株 

５．関係会社に対する資産及び負債 

流 動 資 産 
受 取 手 形 １５７百万円 
売  掛  金 ３,６０３百万円 
未 収 入 金 ４５０百万円 
流 動 負 債 
買  掛  金 １,０５１百万円 

５．関係会社に対する資産及び負債 

流 動 資 産 
受 取 手 形 ７４０百万円 
売  掛  金 ２,４９１百万円 
未 収 入 金 ７５５百万円 
流 動 負 債 
買  掛  金 ６７４百万円 

６．保  証  債  務 
関係会社の金融機関からの  ８３３百万円 
     借入金に対する保証等 （ ６  社） 
従業員の金融機関からの借入債務 ５１百万円 

そ     の      他 ８百万円 

６．保  証  債  務 
関係会社の金融機関からの ９８２百万円 
     借入金に対する保証等 （ ７  社） 
従業員の金融機関からの借入債務 ５０百万円 

そ     の      他 １５百万円 

７．輸 出 手 形 割 引 高           ３５２百万円 ７．輸 出 手 形 割 引 高           ３７３百万円 
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（ ２ ０ ０ ６ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ） 

８．土地再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31
日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日
公布法律第19号)に基づき、事業用土地の再評価
を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上し
ています。 
 
土地再評価法第3条第3項に定める再評価の方法 
 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成
10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に
定める土地課税台帳に登録されている価格に合
理的な調整を行い算出しています。 

再評価を行った年月日 ２００２年３月３１日 
再評価を行った土地の当事業年度末における時価と 
再評価後の帳簿価額との差額 △１,０２３百万円 

８．土地再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31
日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日
公布法律第19号)に基づき、事業用土地の再評価
を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上し
ています。 
 
土地再評価法第3条第3項に定める再評価の方法 
 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成
10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に
定める土地課税台帳に登録されている価格に合
理的な調整を行い算出しています。 

再評価を行った年月日 ２００２年３月３１日 
再評価を行った土地の当事業年度末における時価と 
再評価後の帳簿価額との差額 △８５６百万円 

９．商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額 
 ７８９百万円 

９．商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額 
 ３５５百万円 

    
    
（損 益 計 算 書 関 係） 

（ ２ ０ ０ ６ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ） 

１．関係会社との取引高  １．関係会社との取引高  
製 品 売 上 高 １４,４０９百万円 製 品 売 上 高 １３,２６５百万円 
商 品 売 上 高 ９,４７７百万円 商 品 売 上 高 ９,３０１百万円 
商 品 仕 入 高 ８,９８３百万円 商 品 仕 入 高 ９,１０６百万円 
受 取 利 息 ２２９百万円 受 取 利 息 １８２百万円 
受 取 配 当 金 １,０２５百万円 受 取 配 当 金 ７３４百万円 

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
運 搬 保 管 料 ７６７百万円 運 搬 保 管 料 ７６６百万円 
広 告 販 促 費 １,４５９百万円 広 告 販 促 費 １,４６５百万円 
給 与 及 び 賞 与 １,８７４百万円 給 与 及 び 賞 与 １,９６２百万円 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 ３１０百万円 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２６６百万円 
退 職 給 付 費 用 ２４０百万円 退 職 給 付 費 用 ２８６百万円 
福 利 厚 生 費 ２６６百万円 福 利 厚 生 費 ２６４百万円 
旅 費 交 通 費 １５２百万円 旅 費 交 通 費 １５５百万円 
通 信 費 ８９百万円 通 信 費 ９５百万円 
減 価 償 却 費 ２９７百万円 減 価 償 却 費 ３３１百万円 
賃 借 料 ２０４百万円 賃 借 料 ２０８百万円 
研 究 開 発 費 ３０８百万円 研 究 開 発 費 ２１９百万円 
支 払 手 数 料 ２２５百万円 支 払 手 数 料 ２９１百万円 

販売費に属する費用のおおよその割合 ６８％ 販売費に属する費用のおおよその割合 ６９％ 
一般管理費に属する費用のおおよその割合 ３２％ 一般管理費に属する費用のおおよその割合 ３１％ 

３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,４６９百万円 ３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,４６３百万円 

４．固定資産売却益の内訳 ４．固定資産売却益の内訳 
工 具 器 具 備 品 等 ７百万円 建 物 １０百万円 

  工 具 器 具 備 品 等 １７百万円 
  土 地 ６３百万円 
  営 業 権 ３百万円 

５．固定資産除売却損の内訳 ５．固定資産除売却損の内訳 
建 物 １４百万円 建 物 １４９百万円 
機 械 及 び 装 置 ８百万円 機 械 及 び 装 置 ５百万円 
工 具 器 具 備 品 等 １３百万円 工 具 器 具 備 品 等 １８百万円 

  土 地 ３２百万円 
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（ ２ ０ ０ ６ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ） 

６．減損損失 
当期において、以下の資産について減損損失を計上
しています。 

 

 場所 用途 種類   
 静岡県 浜松市 遊休(寮用地として

取得) 
土地   

 長野県 松本市 遊休(社宅用地とし
て取得) 

土地   

当社は、事業の種類別セグメントをベースに資産の
グルーピングを行っています。また、将来使用が見込
まれない遊休資産について減損認識を行い、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、14百万円を減損損失とし
て特別損失に計上しています。なお、回収可能価額は
正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額
で評価しています。    
 

 

    
    

（リ ー ス 取 引 関 係） 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しています。 

    

    
（ 有 価 証 券 関 係 ） 
 
 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 (単位:百万円)  
２００６年３月期 
（2006年3月31日） 

２００５年３月期 
（2005年3月31日） 

種 類 貸借対照表 
計上額 時価 差額 

貸借対照表 
計上額 時価 差額 

子会社株式 ２,９６５ ２３,２１１ ２０,２４５ ４,５９６ １４,２３４ ９,６３８ 
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(税 効 果 会 計 関 係) 
 
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    
 （２００６年３月期）  （２００５年３月期） 
繰延税金資産    
たな卸資産評価減 ２百万円  ７百万円 
減価償却否認額 ９１百万円  ８４百万円 
関係会社株式評価差額 ６０６百万円  ５２４百万円 
関係会社出資金評価差額 ２６２百万円  ２６２百万円 
有価証券評価差額 ３０２百万円  ２１９百万円 
貸倒引当金否認額 １７４百万円  １６３百万円 
未払費用否認額 ３８百万円  ２８百万円 
賞与引当金否認額 ３０２百万円  ２５３百万円 
退職給付引当金否認額 １６百万円  ５６百万円 
役員退職慰労引当金否認額 －百万円  ６７百万円 
長期未払金否認額 ３４百万円  －百万円 
繰越外国税額控除 －百万円  １２９百万円 
その他 １４８百万円  １０８百万円 

繰延税金資産合計 １,９８０百万円  １,９０６百万円 
繰延税金負債    
固定資産圧縮積立金・特別償却準備金 △  ４０百万円  △  ４５百万円 
その他有価証券評価差額金 △ ５２１百万円  △ ２３４百万円 
その他 △  ２３百万円  △  １８百万円 

繰延税金負債合計 △ ５８４百万円  △ ２９９百万円 
繰延税金資産の純額 １,３９５百万円  １,６０７百万円 

 
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 （２００６年３月期）  （２００５年３月期） 
法定実効税率 ３９.８％  ３９.８％ 
    
（調 整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 ０.４％  ０.５％ 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ １０.３％  △  ８.３％ 
法人住民税均等割 ０.８％  ０.９％ 
外国税額控除 △  ４.４％  △  ６.３％ 
試験研究費等特別税額控除 △  ６.１％  △  ４.５％ 
その他 ２.１％  △  ０.６％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２２.３％  ２１.５％ 
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（１株当たり情報） 

  ２００６年３月期 
（2005.4.1～2006.3.31） 

２００５年３月期 
（2004.4.1～2005.3.31） 

1株当たり純資産額 １,７１４円１６銭 １,６４７円０６銭 

1株当たり当期純利益 ７７円３３銭 ７０円０３銭 

（注） 1．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していません。 
  2．1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。 

  ２００６年３月期 
（2005.4.1～2006.3.31） 

２００５年３月期 
（2004.4.1～2005.3.31） 

当期純利益（百万円） １,９８５ １,７９７ 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ４４ ３９ 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (４４) (３９) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） １,９４１ １,７５８ 

普通株式の期中平均株式数（千株） ２５,１１１ ２５,１１２ 
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７．役員の異動７．役員の異動７．役員の異動７．役員の異動（2006 年 6 月 23 日予定） 
 
１．代表者の異動 

該当事項はありません。 
 
２．その他の役員の異動 

（１）昇  格 

常務取締役  近 藤  公 孝 （現 ＤＴＭＰ開発部門担当、 
ローランド イーディー株式会社取締役営業部長） 

（２）就任予定 

取 締 役  デニス・フーリハン （現 Roland Corporation U.S. CEO 兼 
Rodgers Instruments LLC 取締役社長 兼 
Roland Audio Development Corporation 取締役社長） 

取 締 役  ジョン・ブース （現 Roland (U.K.) Ltd. 取締役社長） 

（３）退任予定 

取 締 役  小 川  隆 （現 生産部門担当） 
 
 

以  上 




